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別記様式第 2 号 別添 

浜の活力再生プラン

令和６年度～１０年度

第３期

１ 地域水産業再生委員会

再生委員会の構成員 重茂漁業協同組合、宮古市（産業振興部水産課）

オブザーバー 岩手県（沿岸広域振興局水産部宮古水産振興センタ－、岩手県水産技術

センタ－）、岩手県漁業協同組合連合会

対象となる地域の

範囲及び漁業の種

類

１．対象となる地域の範囲：岩手県宮古市重茂、音部地区

※宮古市重茂半島全域が対象となり、海岸線は、約５５㎞に及ぶ。

（１）世帯数：３５０戸（正組合員３２２戸、准組合員２８戸）

（２）漁業者数：４７９名（正組合員４４２名、准組合員３７名）

※組合員は重茂漁業協同組合（以下「漁協」という。）に所属する組合員（以

下同じ。）

２．漁業の種類について

（１）採介藻漁業：３５０戸、（２）わかめ、こんぶ養殖漁業：１１３戸、

（３）漁船漁業：１０８戸、（４）定置網漁業：５経営体（大型４ヶ統、小

  型１ヶ統）

※採介藻漁業は、うに、あわび、天然わかめ、天然こんぶ、雑海藻を採取

する漁業。

組織名 岩手県宮古市重茂地区地域水産業再生委員会

代表者名 会長 山 崎 義 広（重茂漁業協同組合代表理事組合長）



2 

※漁船漁業は、イカ釣、延縄、刺網、カゴ、磯建網等の漁業。

※採介藻漁業３５０戸の内、１１３戸がわかめ、こんぶ養殖漁業、１０８

戸が漁船漁業を兼業している。

（出典）令和５年３月３１日 重茂漁協の業務報告書

２ 地域の現状

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

宮古市は、岩手県東部の三陸復興国立公園に於ける沿岸中央部に位置し、面積１，２５９．８

９平方㎞、人口４７，４９３名、世帯数２２，７９２戸（（出典）令和５年３月３１日宮古市人

口・世帯調）で、沿岸部は小さな湾や入り江からなる三陸特有のリアス式海岸となっており、沖

合いは、親潮と黒潮が交錯する絶好の漁場環境であることから、水産業を基幹産業として発展し

ている地域である。そして、宮古市重茂地区は、宮古市街地の東岸の重茂半島にあって、東経１

４２度４分３４秒、本州最東端の地で海岸線が約５５㎞におよび、面積約７，０００ｈａ、人口

１，２４９名、世帯数４３０戸（（出典）令和５年３月３１日宮古市人口・世帯調）で、漁業者

３５０戸、組合員４７９名（正４４２名、准３７名）が採介藻漁業、わかめ、こんぶ養殖漁業及

び漁船漁業を営んでいる。

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災による大津波で、わかめ、こんぶ養殖施設や漁

船、漁港等水産業関連施設が壊滅的な被害を受け、漁家経営の根幹を揺るがす大惨事となった。

漁協は、震災後の４月９日に『組合員全員協議会』を開催し、漁業者一人一人の生活維持と漁業

の早期再開を目指し協議を行った。漁協は、震災を免れた漁船と中古漁船を購入し、漁業者乗り

合せによる出漁が可能となったことから、５月の天然わかめ漁、７月のうに漁、１１月のあわび

漁を共同で実施し、その収穫を出漁世帯の均等割とし、比較的早期に採介藻漁業を再開した。

その後、平成２３年度から平成２７年度に共同利用漁船等復旧対策支援事業等の国の支援等に

より、新造船整備、漁業用乾燥庫・倉庫、各水産業関連施設、機械装置等の整備など、早期に漁

業復興に向けて取り組んだ。その結果、平成２４年３月に養殖わかめ、同年５月に養殖こんぶの

生産を再開した。併せて、採介藻漁業及び漁船漁業の生産も回復したが、近年、漁船用燃油や漁

業資材等が高騰したことに加えて、大津波によるあわび稚貝流失と人工種苗放流の減少による漁

獲資源の減少や、磯焼けにより天然わかめ、天然こんぶ、うに、あわびの生産量が減少するなど、

地域の基幹産業である漁業を取巻く環境は依然厳しい状況にあり、漁家は苦しい経営を強いられ

ている。

このため、今後、漁業者の所得を向上させて漁家経営の安定を図りつつ、魅力ある漁村を構築

することが急務となっている。

（２）その他の関連する現状等

宮古市は、三陸鉄道が沿岸部を縦貫し、道路は三陸鉄道と並行して国道 45 号が沿岸部を南北

に、国道 340 号が市内陸部を南北に、そして国道 106 号が東西に通じ、それぞれ近隣市町村を結

んでいる。令和 3 年 3 月に宮古盛岡横断道路、令和 3 年 12 月に三陸沿岸道路が全線開通し、県

央域や沿岸部南北への移動の利便性が向上したことで、ヒト･モノの交流が促進されている。

また、当市を含む三陸沿岸は、平成 25 年 5 月 24 日に「三陸復興国立公園」として国の指定を

受け、平成 25 年 9 月 24 日には「三陸ジオパーク」として日本ジオパークの認定を受けている。 
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３ 活性化の取組方針

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

前述の取り組みにより、課題となった項目について、次のとおり対応する。

【漁業収入向上のための取組】

１．養殖漁業の生産量増加・生産性向上

（１）わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協は、おもえ漁協ネットによる海水温、栄養塩、製造要

領等の情報配信（放送、メ－ル、ＦＡＸ）体制を維持し、最適な作業時期や施設管理の徹

底（継続）と岩手県水産技術センタ－が開発した生長が早い新たな人工種苗（ワカメ半フ

リー種苗）の安定した生産と本格的な導入を推進（新規）し、労働力の緩和と施設当たり

の生産性の向上を図る。

また、漁期時（わかめ２月下旬～４月中旬、こんぶ５月上旬～８月上旬）には岩手県漁

連が委嘱した水産製品嘱託検査員と漁協担当者が定期的に漁家を巡回し更なる品質統一、

生産性向上等の指導に取り組む。（継続）

（２）わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協は、品質向上と増産の取り組みを継続するとともに、

新規着業や規模拡大を希望する養殖漁業者のためのわかめ、こんぶ養殖施設の確保に努

め、更なる増産に取り組む。（継続）

２．磯根資源の管理、造成

（１）漁協は、採苗したあわび稚貝を適正な浅場海域等に放流し資源維持に取り組む。（継続） 
（２）稚なまこ等を適正な浅場海域等への放流し､なまこ資源の回復と増産に取り組む。（新規） 
（３）採介藻漁業者と漁協は、あわび、うに資源量の増大及び身入りの向上を目的とした、養

殖わかめ、養殖こんぶ残渣の給餌に取り組む。（継続）

（４）採介藻漁業者と漁協は、東日本大震災後、急激に増加したうにを適正な浅場海域等へ移

植し、資源管理に取り組む。（継続）

（５）採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域の検証を行い、

その結果に基づいて、必要に応じて「口開け要領書」等の見直しを行い、漁家経営の安定

に繋がる操業に取り組む。特に、資源が増加しているうにについては、磯焼けを防ぎ、磯

根資源の生息バランスを整える観点から、操業回数の増加を積極的に検討していく。（継

続）

（６）採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関の協力を得ながら、藻場造成に取り組む。

（継続）

３．地域水産物の付加価値向上

（１）漁協は、わかめ、こんぶ等、地域水産物の更なるブランド化について、地理的表示（Ｇ

Ｉマ－ク）及び地域団体商標登録に向けて取り組むほか、首都圏の取引先や地元企業とコ

ラボレ－ションし、地域水産物の特性を生かした独自性の高い新商品の開発に引き続き取

り組む。（継続）

（２）採介藻漁業者と漁協は、重茂特産『焼うに』の増産に向けて、これまで販売展開を行っ

ていなかった西日本の消費者、量販店等への販路拡大に取り組む。また、その他の地域水

産物についても、ＨＰを活用した通信販売の強化に取り組む。（継続）

（３）漁協は、水産加工処理施設等の衛生管理、機能強化を図り、安心、安全な製品の製造に

取り組む。（継続）
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【漁業コスト削減のための取組】 

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、省燃油を推進するため漁船の減速航行等に

取り組む。（継続） 
２．こんぶ養殖漁業者は、関係機関と連携して養殖干しこんぶ乾燥工程の省エネ化対策に取り

組む。（継続） 
３．漁協は、関係機関と連携して燃油補給施設に於ける燃油の価格維持及び安定供給を図る。

（継続） 
４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で展示予約販売会を開催し、格安な漁業用資材等の提供

を図る。（継続） 
 
【漁村の活性化のための取組】 

１．漁業人材育成確保 
（１）漁協のＨＰやＹｏｕＴｕｂｅを活用して、地域漁業の魅力を積極的に全国のネットユー

ザーへＰＲするとともに、漁業就業フェアなどでマッチングした漁業就業希望者や漁家子

弟を対象とした漁業体験及び船上での養殖栽培や漁船漁業技術と、陸上での製品製造など

に関する技術の習得をサポートし、新規漁業就業者の確保と育成を図る。（新規） 
（２）新規漁業就業者の確保と若手漁業者の育成を推進するための漁協青年部及び岩手県漁業

士の活動を支援する。（新規） 
（３）岩手県、宮古市と宮古市内の３漁協が参画する宮古市漁業就業者育成協議会における漁

業就業モデル等の情報発信、就業者募集、就業研修等の取り組み（広域浜プランで対応）

に加え、漁協は、地元の小中高校生を対象とした漁業体験学習会の実施や高卒者等の漁業

技術学習サポートを継続し、担い手の育成と漁業後継者の確保に努める。（継続） 
 
２．地域人材育成・雇用確保 
（１）宮古市のＵＩターン者等支援策や『地域おこし協力隊』を活用し、地域外から地域内へ

の移住・定住の誘発・促進を図る。（継続） 
（２）『地域力創造アドバイザ－』又は、外部専門人材等を活用して、地域の活性化を図る。（新

規） 
 
３．交流人口の拡充 
（１）大手旅行会社や観光業界団体等の民間活力を活用し、三陸ジオパークの普及促進とみち

のく潮風トレイルを中心とした観光客誘致・周遊体験型観光を企画推進して、地域全体で

の観光振興を図る。（新規） 
（２）令和３年１月に地域内に開館した宮古市重茂水産体験交流館【えんやぁどっと】におけ

る地域水産物の加工品等の展示・直売や旬の魚介類の調理体験、加工体験、漁師めし体験

等を推進し、地域水産業の活性化と誘客促進を図る。（継続） 
（３）地域内の重茂漁港特設会場において『重茂味まつり』を開催し、誘客促進を図る。（継

続） 
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４．女性活躍の促進

（１）地域の魅力向上と活性化を図るため、漁協女性部員や岩手県漁業士をはじめとする地域

の女性の活動の促進と支援を図る。（継続）

（２）漁協女性部の活動を中心として、地域水産物の魚食の価値を見直し、消費拡大と安心・

安全な水産物供給のため、衛生管理の啓蒙に努めるとともに、浜料理のレシピ作成などの

活動を支援する。（継続）

５．その他

（１）宮古市教育委員会と漁協が連携して、市内の小中学校で魚食の重要性の理解を醸成する

ための出前授業を推進するとともに、学校給食メニューに地域水産物を積極的に利用して

もらい魚食普及を図る。（継続）

（２）子供から高齢者まであらゆる世代が住みやすく快適な生活環境を確保するため、漁協女

性部と漁協青年部を中心とした、生活道路・漁港関連道路のゴミ拾い、草刈りや漁港、ト

イレの清掃の継続を支援する。（継続）

（３）資源管理に係る取組

漁協は、次の取り組みにより、適切な資源管理を行う。 

【養殖漁業、採介藻漁業】  

１．区画漁業権及び共同漁業権の管理及び行使に関し、必要な事項を定めた漁業権行使規則の 

遵守。

２．養殖漁場の維持・改善のために養殖施設台数や適正養殖可能数量等を定めた漁場利用計画 

及び漁協部会等における漁期対策の遵守。 

【漁船漁業】  

１．岩手県漁業調整規則による操業期間、操業区域、操業時間、漁獲サイズ、漁具等規制の遵 

守徹底。 

２．岩手県海区漁業調整委員会指示によるサケ・マスの採捕の制限、定置漁業の保護区域の設 

定等に基づく適正操業の実践。 

３．共同漁業権行使規則による操業期間・区域、漁具、漁法等の規制措置に基づく適正行使。  

【共通】  

１．資源管理計画の遵守による漁業資源の維持管理 

対象漁業：定置網漁業、サンマ棒受網漁業、イカ釣り漁業、延縄漁業（サケ・タラ）、カゴ漁業、

刺網漁業、火光利用式網漁業（コウナゴ）、突棒漁業（カジキ・イルカ）、サンマ棒

受網漁業、あみ船びき網漁業（イサダ）、船びき網漁業（タナゴ類）、一本釣り、採

介藻漁業

（４）具体的な取組内容

１年目（令和６年度）所得向上率（基準年比）３．２％

漁業収入向上

のための取組

以下の取組により、漁業収入向上に努める。

【養殖漁業の生産量増加・生産性向上】

１．養殖漁業者と漁協は、新芽を摘み取った早採りわかめ「春いちばん（商
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標登録品）」について、天然わかめからの採苗作業（６月下旬～８月上旬）、

種苗管理（８月上旬～１０月下旬）、種苗巻き込み作業（１０月下旬～１１

月下旬）の時期に、おもえ漁協ネットで海水温と栄養塩の情報を配信する

ことにより、養殖漁業者各自の最適な作業時期と品質管理を徹底すること

で、生産の安定化・効率化と増産を図る。 

 また、新たな人工種苗（ワカメ半フリー種苗）を活用して生産量の回復

を図るとともに、漁協の主な取引先である首都圏の生協、市場等へパック

製品のプレミアム春いちばん（塩蔵加工品）の販売展開を行い、養殖漁業

者の所得向上に努める。 

２．漁協は、養殖漁業者に対し、種苗巻込時期、垂下深度、間引き時期等の

適正化を指導する。 

３．令和６年度は、漁協において、生産性が高く時化等に強い強靱な養殖施

設を整備する。 

※上記取組により、基準年（平成３０年度～令和４年度の５ヶ年平均）と比

べ、養殖わかめ、養殖こんぶともに幹縄１ｍ当たり０．１㎏の増産に取り組 

む。 

【磯根資源の管理、造成】

１．漁協は、生産したあわび稚貝１５０万個の適正な浅場海域等への放流を

継続し、あわび資源の回復と増産に取り組む。

２．漁協は、購入した稚なまこと種苗生産施設で生産した稚仔合計３万５千

個を適正な浅場海域等へ放流し、なまこ資源の回復と増産に取り組む。

３．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協が協力し、主に天然わかめ、天然こん

ぶの繁茂状況が悪い海域へ、養殖わかめ、養殖こんぶ残渣１，２５０ｔを

給餌し、あわび、うにの資源量の増大と身入りの向上に取り組む。

４．採介藻漁業者と漁協は、あわび、うにの生息バランス調整及び資源維持

を目的に、天然わかめ、天然こんぶの繁茂状況や適正な漁場環境について

調査し、検証した結果に基づき、うにについては、生息数が少ない適正な

浅場の海域へ１２ｔ移植し、身入り向上と資源管理に取り組む。

５．採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域

の検証を行い、その結果に基づいて「口開け要領書」等の見直しを行い、

漁家経営の安定に繋がる操業に取り組む。

６．採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関と連携して磯焼けの対策

効果を検証するとともに藻場造成に取り組む。

【地域水産物の付加価値向上】

１．漁協は、前浜で水揚げされた地域水産物の販路拡大に向けて、地理的表

示（ＧＩマ－ク）及び地域団体商標登録に向けて取り組むとともに、市場

調査及び消費者のニ－ズに適した品質、規格、価格帯の検証を行い、消費

者が求めている新商品開発に取り組む。
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２．漁協は、重茂特産『焼うに』など地域水産物のＨＰでの紹介やインター

ネット販売の強化を図り、採介藻漁業者は、インターネットで販売される

水産物の品質の均一化、安定した生産に取り組む。 
３．漁協は、養殖わかめ、養殖こんぶ、天然わかめ、うに、あわびを加工し、

製品化する漁協の水産加工処理施設等の衛生管理と機能強化を図り、更な

るブランド化に取り組む。 
漁業コスト削

減のための取

組 

以下の取組により、漁業経費削減に努める。 
【燃油、漁業資材高騰対策】 
１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、漁船減速航行（現行速度

から２ノット減速）の徹底、繋留中の機関停止、積載物の削減、船底とプ

ロペラの定期的な掃除を行い、燃油消費量の抑制に取り組む。 
２．こんぶ養殖漁業者は、養殖干しこんぶの製造時に用いる乾燥機の灯油・

重油使用量削減のため、岩手県水産技術センターその他の関係機関と連携

して作成した昆布乾燥の効率的運用の冊子等を活用して、燃油・電気使用

量及び室内の温湿度の調整を行い、乾燥工程の省エネ化に取り組む。 
３．漁協は、全漁連、岩手県漁連と連携し、燃油価格の維持と燃油補給施設

（重茂給油所）を活用した安定供給と漁業経営セーフティネット構築事業

の加入促進に取り組み、燃油価格の高騰に備える。 
４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で年２回展示予約販売会を開催し、格

安な漁業用資材等を供給し、漁業経費の抑制に取り組む。 
漁村の活性化

のための取組 
以下の取組により、漁村の活性化に努める。 

【漁業人材育成・確保】 
１．漁協のＨＰやＹｏｕＴｕｂｅを活用して地域漁業の魅力を積極的に全国

のネットユーザーへＰＲするとともに、地域内の漁家子弟を中心に漁業就

業希望者を掘り起し、宮古市漁業担い手確保対策事業補助金を活用して、

養殖・採介藻・漁船漁業の技術習得と若手漁業者のニーズに即した資格取

得などの支援を行い、新規漁業就業者の確保と育成に取り組む。 
２．漁協は、岩手県等が主催する研修会や研究発表会などへの漁協青年部員

及び岩手県青年漁業士の参加を支援し、若手漁業者の育成に取り組む。 
３．小中高生を対象とした漁業体験学習の実施や高卒者、Ｉ・U ターン者の

漁業技術習得のサポート等の独自の取り組みを進め、担い手育成と後継者

の確保に取り組む。 
 

【地域人材育成・雇用確保】 
１．宮古市の『地域おこし協力隊』と漁協が連携し、漁業就業希望者を対象 
に地域内の民宿や漁家での渚泊（宿泊・漁業体験等）の具体的検討を開始 
する。 

２．『地域力創造アドバイザ－』等と漁協が地域人材の育成と地域の活性化

の取り組みの協議を開始する。 
 



9 

【交流人口の拡充】

１．大手旅行会社や観光業界団体等と漁協が連携し、三陸ジオパークの普及 

促進とみちのく潮風トレイルを中心とした観光客誘致・周遊体験型観光を 

企画推進して、地域全体での観光振興に取り組む。

２．地域内の宮古市重茂水産体験交流館【えんやぁどっと】で、地域水産物

の加工品等の展示・直売や旬の魚介類の調理体験、加工体験、漁師めし体

験等を企画推進し、年間８，６２０名の施設利用を目指す。

３．８月第１日曜日に地域内の重茂漁港特設会場において『重茂味まつり』

を開催し、地域水産物の販売及び本州最東端クルーズ、宮古市立重茂中学

生の『トド埼太鼓』の披露等を行い、誘客促進に取り組む。

【女性活躍の促進】

１．漁協女性部の、地域の海を守るせっけん運動や植樹などの環境保全、岩 

 手県漁業士の育成と活動支援に取り組む。

２．漁協女性部の活動を中心として、地域水産物の魚食の価値を見直し、消

費拡大と安心・安全な水産物供給のための衛生管理の啓蒙や浜料理のレシ

ピ作成などの活動支援に取り組む。

【その他】

１．宮古市教育委員会と漁協が連携して、市内の小中学校で魚食の重要性の 

理解を醸成するための出前授業を推進するとともに、学校給食メニューに 

地域水産物を積極的に利用してもらい魚食普及に取り組む。

２．子供から高齢者まであらゆる世代が住みやすく快適な生活環境を確保す

るため、漁協女性部と漁協青年部を中心とした、生活道路・漁港関連道路

のゴミ拾い、草刈りや漁港、トイレの清掃の活動支援に取り組む

活用する支援

措置等

・漁業経営セーフティネット構築事業（国）

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国）

・宮古市漁業担い手確保対策事業補助金（市）

２年目（令和７年度）所得向上率（基準年比）４．５％

漁業収入向上

のための取組

以下の取組により、漁業収入向上に努める。 

【養殖漁業の生産量増加・生産性向上】 

１．養殖漁業者と漁協は、「春いちばん」について、採苗時期、種苗管理、

種苗巻き込み時期等の適正化の徹底による増産と、新たな人工種苗の活

用、品質の統一化に取り組む。 

２．漁協は、養殖漁業者に対し、種苗巻込時期、垂下深度、間引き時期等の

適正化を指導する。 

３．漁協は、新規着業や規模拡大を希望する養殖漁業者のための養殖施設の
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確保に努めるとともに、必要に応じて、生産性が高く時化等に強い強靱な

養殖施設を整備する。 

※上記取組により、基準年（平成３０年度～令和４年度の５ヶ年平均）と比 
べ、養殖わかめ、養殖こんぶともに幹縄１ｍ当たり０．２㎏の増産に取り組 

む。 

 

【磯根資源の管理、造成】 

１．漁協は、漁協の種苗生産施設で生産したあわび稚貝１５０万個の適正な

浅場海域等への放流を継続し、資源の増産に取り組む。 

２．漁協は、稚なまこ３万５千個の適正な浅場海域等への放流を継続し、資

源の増産に取り組む。 

３．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協が協力し、主に天然わかめ、天然こん

ぶの繁茂状況が悪い海域へ、養殖わかめ、養殖こんぶ残渣を１，２５０ｔ

給餌し、あわび、うにの資源量の増大とうにの身入りの向上に取り組む。 

４．採介藻漁業者と漁協は、あわび、うにの生息バランス調整及び資源維持

を目的に、天然わかめ、天然こんぶの繁茂状況や適正な漁場環境について

調査し、検証した結果に基づき、うにを生息数が少ない適正な浅場の海域

へ１２ｔ移植し、うにの身入り向上と資源管理に取り組む。 

５．採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域

の検証を行い、口開け要領書等を見直し、漁家経営の安定に繋がる操業に

取り組む。 

６．採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関と連携して磯焼けの対策

効果を検証するとともに藻場造成に取り組む。 

 

【地域水産物の付加価値向上】 

１．漁協は、前浜で水揚げされた地域水産物の販路拡大に向けて市場調査及

び消費者のニ－ズに適した品質、規格、価格帯の検証を行い、消費者が求

めている新商品開発に取り組む。 

２．漁協は、『焼うに』など地域水産物のＨＰでの紹介やインターネット販

売の強化を図る。採介藻漁業者は、インターネットで販売される水産物の

品質の均一化、安定した生産に取り組む。 

３．漁協は、養殖わかめ、養殖こんぶ、天然わかめ、うに、あわびを加工し

て製品化する、漁協の水産加工処理施設等の衛生管理と機能強化を図り、

更なるブランド化に取り組む。 
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漁業コスト削

減のための取

組

以下の取組により、漁業経費削減に努める。

【燃油、漁業資材高騰対策】

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、漁船減速航行（現行速度

から２ノット減速）の徹底、繋留中の機関停止、積載物の削減、船底とプ

ロペラの定期的な掃除を行い、燃油消費量の抑制に取り組む。

２．こんぶ養殖漁業者は、昆布乾燥の効率的運用の冊子等を活用して、乾燥

工程の省エネ化に取り組む。

３．漁協は、全漁連、岩手県漁連と連携し、燃油価格の維持と燃油補給施設

（重茂給油所）を活用した安定供給と漁業経営セーフティネット構築事業 

  の加入促進に取り組み、燃油価格の高騰に備える。

４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で年２回展示予約販売会を開催し、格

安な漁業用資材等を供給し、漁業経費の抑制に取り組む。

漁村の活性化

のための取組

以下の取組により、漁村の活性化に努める。

【漁業人材育成・確保】

１．地域漁業の魅力を積極的に全国のネットユーザーへＨＰやＹｏｕＴｕｂ

ｅでＰＲするとともに、地域内の漁家子弟を中心に漁業就業希望者を掘り

起し、宮古市漁業担い手確保対策事業補助金を活用して、養殖・採介藻・

漁船漁業の技術習得と若手漁業者のニーズに即した資格取得などの支援

を行い、新規漁業就業者の確保と育成に取り組む。

２．岩手県等が主催する研修会や研究発表会などへの漁協青年部員及び岩手

県青年漁業士の参加を支援し、若手漁業者の育成に取り組む。

３．小中高生を対象とした漁業体験学習の実施や高卒者、Ｉ・U ターン者の

漁業技術習得のサポート等の独自の取り組みを進め、担い手育成と後継者

の確保に取り組む。

【地域人材育成・雇用確保】

１．宮古市の『地域おこし協力隊』と漁協が連携し、漁業就業希望者を対象

に地域内の民宿や漁家での渚泊（宿泊・漁業体験等）の準備を開始する。 
２．『地域力創造アドバイザ－』等と漁協が、地域人材の育成と地域の活性

化の取り組みを開始する。

【交流人口の拡充】

１．大手旅行会社等と漁協が連携し、三陸ジオパークの普及促進とみちのく 

潮風トレイルを中心とした観光客誘致・周遊体験型観光を企画推進して、 

地域全体での観光振興に取り組む。

２．地域内の宮古市重茂水産体験交流館【えんやぁどっと】において、地域

水産物の加工品等の展示・直売や旬の魚介類の調理体験、加工体験、漁師

めし体験等を企画推進し、年間９，６６５名の施設利用を目指す。

３．８月第１日曜日に地域内の重茂漁港特設会場において『重茂味まつり』

を開催し、地域水産物の販売及び本州最東端クルーズ、宮古市立重茂中学
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生の『トド埼太鼓』の披露等を行い、誘客促進に取り組む。 
 
【女性活躍の促進】 
１．漁協女性部の、地域の海を守るせっけん運動や植樹などの環境保全、 

岩手県漁業士の育成と活動支援に取り組む。 
２．漁協女性部の活動を中心として、地域水産物の魚食の価値を見直し、消

費拡大と安心・安全な水産物供給のための衛生管理の啓蒙や浜料理のレシ

ピ作成などの活動支援に取り組む。 
 
【その他】 
１．宮古市教育委員会と漁協が連携して、市内の小中学校で魚食の重要性の 

理解を醸成するための出前授業を推進するとともに、学校給食メニューに 

地域水産物を積極的に利用してもらい魚食普及に取り組む。 
２．子供から高齢者まであらゆる世代が住みやすく快適な生活環境を確保す

るため、漁協女性部と漁協青年部を中心とした、生活道路・漁港関連道路

のゴミ拾い、草刈りや漁港、トイレの清掃の活動支援に取り組む 
活用する支援

措置等 
・漁業経営セーフティネット構築事業（国） 
・浜の活力再生・成長促進交付金（国） 
・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 
・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 

・宮古市漁業担い手確保対策事業補助金（市） 
 
３年目（令和８年度）所得向上率（基準年比）８．７％ 
漁業収入向上

のための取組 
 以下の取組により、漁業収入向上に努める。 

【養殖漁業の生産量増加・生産性向上】 

１．養殖漁業者と漁協は、「春いちばん」について、採苗時期、種苗管理、

種苗巻き込み時期等の適正化の徹底による増産と、新たな人工種苗の活

用、品質の統一化に取り組む。 

２．漁協は、養殖漁業者に対し、種苗巻込時期、垂下深度、間引き時期等の

適正化を指導する。 

３．漁協は、新規着業や規模拡大を希望する養殖漁業者のための養殖施設の

確保に努めるとともに、必要に応じて、生産性が高く時化等に強い強靱な

養殖施設を整備する。 

※上記取組により、基準年（平成３０年度～令和４年度の５ヶ年平均）と比 
べ、養殖わかめ、養殖こんぶともに幹縄１ｍ当たり０．３㎏の増産に取り組 

む。 

 

【磯根資源の管理、造成】 

１．漁協は、漁協の種苗生産施設で生産したあわび稚貝１５０万個の適正な

浅場海域等への放流を継続し、資源の増産に取り組む。 
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２．漁協は、稚なまこ３万５千個の適正な浅場海域等への放流を継続し、資

源の増産に取り組む。 

３．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協が協力し、主に天然わかめ、天然こん

ぶの繁茂状況が悪い海域へ養殖わかめ、養殖こんぶ残渣を１，２５０ｔ給

餌し、あわび、うにの資源量の増大と身入りの向上に取り組む。 

４．採介藻漁業者と漁協は、あわび、うにの生息バランス調整及び資源維持

を目的に天然わかめ、天然こんぶの繁茂状況や適正な漁場環境について調

査し、検証した結果に基づき、うにを生息数が少ない適正な浅場の海域へ

１２ｔ移植し、うにの身入り向上と資源管理に取り組む。 

５．採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域

の検証を行い、口開け要領書等を見直し、漁家経営の安定に繋がる操業に

取り組む。 

６．採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関と連携して磯焼けの対策

効果を検証するとともに藻場造成に取り組む。 

【地域水産物の付加価値向上】 

１．漁協は、前浜で水揚げされた地域水産物の販路拡大に向けて市場調査及

び消費者のニ－ズに適した品質、規格、価格帯の検証を行い、消費者が求

めている新商品開発に取り組む。 

２．漁協は、『焼うに』など地域水産物のＨＰでの紹介やインターネット販

売の強化を図る。採介藻漁業者は、インターネットで販売される水産物の

品質の均一化、安定した生産に取り組む。 

３．漁協は、養殖わかめ、養殖こんぶ、天然わかめ、うに、あわびを加工し、

製品化する漁協の水産加工処理施設等の衛生管理と機能強化を図り、更な

るブランド化に取り組む。 

漁業コスト削

減のための取

組

以下の取組により、漁業経費削減に努める。

【燃油、漁業資材高騰対策】

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、漁船減速航行（現行速度

から２ノット減速）の徹底、繋留中の機関停止、積載物の削減、船底とプ

ロペラの定期的な掃除を行い、燃油消費量の抑制に取り組む。

２．こんぶ養殖漁業者は、昆布乾燥の効率的運用の冊子等を活用して、乾燥

工程の省エネ化に取り組む。

３．漁協は、全漁連、岩手県漁連と連携し、燃油価格の維持と燃油補給施設

（重茂給油所）を活用した安定供給と漁業経営セーフティネット構築事業 

  の加入促進に取り組み、燃油価格の高騰に備える。

４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で年２回展示予約販売会を開催し、格

安な漁業用資材等を供給し、漁業経費の抑制に取り組む。

漁村の活性化

のための取組

以下の取組により、漁村の活性化に努める。

【漁業人材育成・確保】
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１．地域漁業の魅力を積極的に全国のネットユーザーへＨＰやＹｏｕＴｕｂ

ｅでＰＲするとともに、地域内の漁家子弟を中心に漁業就業希望者を掘り

起し、宮古市漁業担い手確保対策事業補助金を活用して、養殖・採介藻・

漁船漁業の技術習得と若手漁業者のニーズに即した資格取得などの支援

を行い、.新規漁業就業者の確保と育成に取り組む。 
２．岩手県等が主催する研修会や研究発表会などへの漁協青年部員及び岩手

県青年漁業士の参加を支援し、若手漁業者の育成に取り組む。

３．小中高生を対象とした漁業体験学習の実施や高卒者、Ｉ・U ターン者の

漁業技術習得のサポート等の独自の取組を進め、担い手育成と後継者の確

保に取り組む。

【地域人材育成・雇用確保】

１．宮古市の『地域おこし協力隊』と漁協が連携し、漁業就業希望者を対象

に地域内の民宿や漁家での渚泊（宿泊・漁業体験等）への参加・促進に取

り組む。

２．『地域力創造アドバイザ－』等と漁協が連携し、地域人材の育成と地域

の活性化に取り組む。

【交流人口の拡充】

１．大手旅行会社等と漁協が連携し、三陸ジオパークの普及促進とみちのく 

潮風トレイルを中心とした観光客誘致・周遊体験型観光を企画推進して、 

地域全体での観光振興に取り組む。

２．地域内の宮古市重茂水産体験交流館【えんやぁどっと】において、地域

水産物の加工品等の展示・直売や旬の魚介類の調理体験、加工体験、漁師

めし体験等を企画推進し、年間１０，７１０名の施設利用を目指す。

３．８月第１日曜日に地域内の重茂漁港特設会場において『重茂味まつり』

を開催し、地域水産物の販売及び本州最東端クルーズ、宮古市立重茂中学

生の『トド埼太鼓』の披露等を行い、誘客促進に取り組む。

【女性活躍の促進】

１．漁協女性部の、地域の海を守るせっけん運動や植樹などの環境保全、岩 

 手県漁業士の育成と活動支援に取り組む。

２．漁協女性部の活動を中心として、地域水産物の魚食の価値を見直し、消

費拡大と安心・安全な水産物供給のための衛生管理の啓蒙や浜料理のレシ

ピ作成などの活動支援に取り組む。

【その他】

１．宮古市教育委員会と漁協が連携して、市内の小中学校で魚食の重要性の 

理解を醸成するための出前授業を推進するとともに、学校給食メニューに 

地域水産物を積極的に利用してもらい魚食普及に取り組む。
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２．子供から高齢者まであらゆる世代が住みやすく快適な生活環境を確保す

るため、漁協女性部と漁協青年部を中心とした、生活道路・漁港関連道路

のゴミ拾い、草刈りや漁港、トイレの清掃の活動支援に取り組む 
活用する支援

措置等 
・漁業経営セーフティネット構築事業（国） 
・浜の活力再生・成長促進交付金（国） 
・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 
・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 

・宮古市漁業担い手確保対策事業補助金（市） 

 
４年目（令和９年度）所得向上率（基準年比）１０．０％ 
漁業収入向上

のための取組 
 以下の取組により、漁業収入向上に努める。 

【養殖漁業の生産量増加・生産性向上】 

１．養殖漁業者と漁協は、「春いちばん」について、採苗時期、種苗管理、

種苗巻き込み時期等の適正化の徹底による増産と、新たな人工種苗の活

用、品質の統一化に取り組む。 

２．漁協は、養殖漁業者に対し、種苗巻込時期、垂下深度、間引き時期等の

適正化を指導する。 

３．漁協は、新規着業や規模拡大を希望する養殖漁業者のための養殖施設の

確保に努めるとともに、必要に応じて、生産性が高く時化等に強い強靱な

養殖施設を整備する。 

※上記取組により、基準年（平成３０年度～令和４年度の５ヶ年平均）と比 
べ、養殖わかめ、養殖こんぶともに幹縄１ｍ当たり０．４㎏の増産に取り組 

む。 

 

【磯根資源の管理、造成】 

１．漁協は、漁協の種苗生産施設で生産したあわび稚貝１５０万個の適正な

浅場海域等への放流を継続し、資源の増産に取り組む。 

２．漁協は、稚なまこ３万５千個の適正な浅場海域等への放流を継続し、資

源の増産に取り組む。 

３．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協が協力し、主に天然わかめ、天然こん

ぶの繁茂状況が悪い海域へ、養殖わかめ、養殖こんぶ残渣を１，２５０ｔ

給餌し、あわび、うにの資源量の増大と身入りの向上に取り組む。 

４．採介藻漁業者と漁協は、あわび、うにの生息バランス調整及び資源維持

を目的に天然わかめ、天然こんぶの繁茂状況や適正な漁場環境について調

査し、検証した結果に基づき、うにを生息数が少ない適正な浅場の海域へ

１２ｔ移植し、うにの身入り向上と資源管理に取り組む。 

５．採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域

の検証を行い、口開け要領書等を見直し、漁家経営の安定に繋がる操業に

取り組む。 

６．採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関と連携して磯焼けの対策
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効果を検証するとともに藻場造成に取り組む。 

【地域水産物の付加価値向上】 

１．漁協は、前浜で水揚げされた地域水産物の販路拡大に向けて市場調査及

び消費者のニ－ズに適した品質、規格、価格帯の検証を行い、消費者が求

めている新商品開発に取り組む。 

２．漁協は、『焼うに』など地域水産物のＨＰでの紹介やインターネット販

売の強化を図る。採介藻漁業者は、インターネットで販売される水産物の

品質の均一化、安定した生産に取り組む。 

３．漁協は、養殖わかめ、養殖こんぶ、天然わかめ、うに、あわびを加工し、

製品化する漁協の水産加工処理施設等の衛生管理と機能強化を図り、更な

るブランド化に取り組む。 

漁業コスト削

減のための取

組

以下の取組により、漁業経費削減に努める。

【燃油、漁業資材高騰対策】

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、漁船減速航行（現行速度

から２ノット減速）の徹底、繋留中の機関停止、積載物の削減、船底とプ

ロペラの定期的な掃除を行い、燃油消費量の抑制に取り組む。

２．こんぶ養殖漁業者は、昆布乾燥の効率的運用の冊子等を活用して、乾燥

工程の省エネ化に取り組む。

３．漁協は、全漁連、岩手県漁連と連携し、燃油価格の維持と燃油補給施設

（重茂給油所）を活用した安定供給と漁業経営セーフティネット構築事業 

  の加入促進に取り組み、燃油価格の高騰に備える。

４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で年２回展示予約販売会を開催し、格

安な漁業用資材等を供給し、漁業経費の抑制に取り組む。

漁村の活性化

のための取組

以下の取組により、漁村の活性化に努める。

【漁業人材育成・確保】

１．地域漁業の魅力を積極的に全国のネットユーザーへＨＰやＹｏｕＴｕｂ

ｅでＰＲするとともに、地域内の漁家子弟を中心に漁業就業希望者を掘り

起し、宮古市漁業担い手確保対策事業補助金を活用して、養殖・採介藻・

漁船漁業の技術習得と若手漁業者のニーズに即した資格取得などの支援

を行い、新規漁業就業者の確保と育成に取り組む。

２．岩手県等が主催する研修会や研究発表会などへの漁協青年部員及び岩手

県青年漁業士の参加を支援し、若手漁業者の育成に取り組む。

３．小中高生を対象とした漁業体験学習の実施や高卒者、Ｉ・U ターン者の

漁業技術習得のサポート等の独自の取組を進め、担い手育成と後継者の確

保に取り組む。

【地域人材育成・雇用確保】

１．宮古市の『地域おこし協力隊』と漁協が連携し、漁業就業希望者を対象

に地域内の民宿や漁家の協力のもとに渚泊（宿泊・漁業体験等）への参加
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促進及び結果を踏まえた見直しを行う。

２．『地域力創造アドバイザ－』等と漁協が連携し、地域人材の育成と地域

の活性化に取り組むほか、結果を踏まえた見直しを行う。

【交流人口の拡充】

１．大手旅行会社等と漁協が連携し、三陸ジオパークの普及促進とみちのく 

潮風トレイルを中心とした観光客誘致・周遊体験型観光を企画推進して、 

地域全体での観光振興に取り組む。

２．地域内の宮古市重茂水産体験交流館【えんやぁどっと】において、地域

水産物の加工品等の展示・直売や旬の魚介類の調理体験、加工体験、漁師

めし体験等を企画推進し、年間１１，７５５名の施設利用を目指す。

３．８月第１日曜日に地域内の重茂漁港特設会場において『重茂味まつり』

を開催し、地域水産物の販売及び本州最東端クルーズ、宮古市立重茂中学

生の『トド埼太鼓』の披露等を行い、誘客促進に取り組む。

【女性活躍の促進】

１．漁協女性部の、地域の海を守るせっけん運動や植樹などの環境保全、岩 

 手県漁業士の育成と活動支援に取り組む。

２．漁協女性部の活動中心として、地域水産物の魚食の価値を見直し、消費

拡大と安心・安全な水産物供給のための衛生管理の啓蒙や浜料理のレシピ

作成などの活動支援に取り組む。

【その他】

１．宮古市教育委員会と漁協が連携して、市内の小中学校で魚食の重要性の 

理解を醸成するための出前授業を推進するとともに、学校給食メニューに 

地域水産物を積極的に利用してもらい魚食普及に取り組む。

２．子供から高齢者まであらゆる世代が住みやすく快適な生活環境を確保す

るため、漁協女性部と漁協青年部を中心とした、生活道路・漁港関連道路

のゴミ拾い、草刈りや漁港、トイレの清掃の活動支援に取り組む

活用する支援

措置等

・漁業経営セーフティネット構築事業（国）

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国）

・宮古市漁業担い手確保対策事業補助金（市）

５年目（令和１０年度）所得向上率（基準年比）１１．８％

漁業収入向上

のための取組

 以下の取組により、漁業収入向上に努める。 

【養殖漁業の生産量増加・生産性向上】 

１．養殖漁業者と漁協は、「春いちばん」について、採苗時期、種苗管理、

種苗巻き込み時期等の適正化の徹底による増産と、新たな人工種苗の活
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用、品質の統一化に取り組む。 

２．漁協は、養殖漁業者に対し、種苗巻込時期、垂下深度、間引き時期等の

適正化を指導する。 

３．漁協は、新規着業や規模拡大を希望する養殖漁業者のための養殖施設の

確保に努めるとともに、必要に応じて、生産性が高く時化等に強い強靱な

養殖施設を整備する。 

※上記取組により、基準年（平成３０年度～令和４年度の５ヶ年平均）と比

べ、養殖わかめ、養殖こんぶともに幹縄１ｍ当たり０．５㎏の増産に取り組 

む。 

【磯根資源の管理、造成】 

１．漁協は、漁協の種苗生産施設で生産したあわび稚貝１５０万個の適正な

浅場海域等への放流を継続し、資源の増産に取り組む。 

２．漁協は、稚なまこ３万５千個の適正な浅場海域等への放流を継続し、資

源の増産に取り組む。 

３．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協が協力し、主に天然わかめ、天然こん

ぶの繁茂状況が悪い海域へ養殖わかめ、養殖こんぶ残渣を１，２５０ｔ給

餌し、あわび、うにの資源量の増大と身入りの向上に取り組む。 

４．採介藻漁業者と漁協は、あわび、うにの生息バランス調整及び資源維持

を目的に天然わかめ、天然こんぶの繁茂状況や適正な漁場環境について調

査し、検証した結果に基づき、うにを生息数が少ない適正な浅場の海域へ

１２ｔ移植し、うにの身入り向上と資源管理に取り組む。 

５．採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域

の検証を行い、口開け要領書等を見直し、漁家経営の安定に繋がる操業に

取り組む。 

６．採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関と連携して磯焼けの対策

効果を検証するとともに藻場造成に取り組む。 

【地域水産物の付加価値向上】 

１．漁協は、前浜で水揚げされた地域水産物の販路拡大に向けて市場調査及

び消費者のニ－ズに適した品質、規格、価格帯の検証を行い、消費者が求

めている新商品開発に取り組む。 

２．漁協は、『焼うに』など地域水産物のＨＰでの紹介やインターネット販

売の強化を図る。採介藻漁業者は、インターネットで販売される水産物の

品質の均一化、安定した生産に取り組む。 

３．漁協は、養殖わかめ、養殖こんぶ、天然わかめ、うに、あわびを加工し、

製品化する漁協の水産加工処理施設等の衛生管理と機能強化を図り、更な

るブランド化に取り組む。 
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漁業コスト削

減のための取

組

以下の取組により、漁業経費削減に努める。

【燃油、漁業資材高騰対策】

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、漁船減速航行（現行速度

から２ノット減速）の徹底、繋留中の機関停止、積載物の削減、船底とプ

ロペラの定期的な掃除を行い、燃油消費量の抑制に取り組む。

２．こんぶ養殖漁業者は、昆布乾燥の効率的運用の冊子等を活用して、乾燥

工程の省エネ化に取り組む。

３．漁協は、全漁連、岩手県漁連と連携し、燃油価格の維持と燃油補給施設

（重茂給油所）を活用した安定供給と漁業経営セーフティネット構築事業 

  の加入促進に取り組み、燃油価格の高騰に備える。

４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で年２回展示予約販売会を開催し、格

安な漁業用資材等を供給し、漁業経費の抑制に取り組む。

漁村の活性化

のための取組

以下の取組により、漁村の活性化に努める。

【漁業人材育成・確保】

１．地域漁業の魅力を積極的に全国のネットユーザーへＨＰやＹｏｕＴｕｂ

ｅでＰＲするとともに、地域内の漁家子弟を中心に漁業就業希望者を掘り

起し、宮古市漁業担い手確保対策事業補助金を活用して、養殖・採介藻・

漁船漁業の技術習得と若手漁業者のニーズに即した資格取得などの支援

を行い、新規漁業就業者の確保と育成に取り組む。

２．岩手県等が主催する研修会や研究発表会などへの漁協青年部員及び岩手

県青年漁業士の参加を支援し、若手漁業者の育成に取り組む。

３．小中高生を対象とした漁業体験学習の実施や高卒者、Ｉ・U ターン者の

漁業技術習得のサポート等の独自の取組を進め、担い手育成と後継者の確保

に取り組む。

【地域人材育成・雇用確保】

１．宮古市の『地域おこし協力隊』と漁協が連携し、漁業就業希望者を対象

に地域内の民宿や漁家の協力のもとに渚泊（宿泊・漁業体験等）への参加

促進及び結果を踏まえた見直しと取組内容の改善を図る。

２．『地域力創造アドバイザ－』等と漁協が連携し、地域人材の育成と地域

の活性化に取り組むほか、結果を踏まえた見直しと取組内容の改善を図

る。

【交流人口の拡充】

１．大手旅行会社等と漁協が連携し、三陸ジオパークの普及促進とみちのく 

潮風トレイルを中心とした観光客誘致・周遊体験型観光を企画推進して、 

地域全体での観光振興に取り組む。

２．地域内の宮古市重茂水産体験交流館【えんやぁどっと】において地域水

産物の加工品等の展示・直売や旬の魚介類の調理体験、加工体験、漁師め

し体験等を企画推進し、年間１２，８００名の施設利用を目指す。
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３．８月第１日曜日に地域内の重茂漁港特設会場において『重茂味まつり』

を開催し、地域水産物の販売及び本州最東端クルーズ、宮古市立重茂中学

生の『トド埼太鼓』の披露等を行い、誘客促進に取り組む。

【女性活躍の促進】

１．漁協女性部の、地域の海を守るせっけん運動や植樹などの環境保全、岩 

 手県漁業士の育成と活動支援に取り組む。

２．漁協女性部の活動を中心として、地域水産物の魚食の価値を見直し、消

費拡大と安心・安全な水産物供給のための衛生管理の啓蒙や浜料理のレシ

ピ作成などの活動支援に取り組む。

【その他】

１．宮古市教育委員会と漁協が連携して、市内の小中学校で魚食の重要性の 

理解を醸成するための出前授業を推進するとともに、学校給食メニューに 

地域水産物を積極的に利用してもらい魚食普及に取り組む。

２．子供から高齢者まであらゆる世代が住みやすく快適な生活環境を確保す

るため、漁協女性部と漁協青年部を中心とした、生活道路・漁港関連道路

のゴミ拾い、草刈りや漁港、トイレの清掃の活動支援に取り組む

活用する支援

措置等

・漁業経営セーフティネット構築事業（国）

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国）

・宮古市漁業担い手確保対策事業補助金（市）

（５）関係機関との連携

漁協は、あわびの密漁監視を強化するため、宮古警察署、宮古海上保安署、岩手県漁業取締事

務所との連携により、情報共有を図りながら監視体制を強化する。 

また、地元の小中学校、高等学校との連携により、新規漁業就業者確保のための漁業体験学習

会などを開催する。

（６）取組の評価・分析の方法・実施体制

 当期浜プランの取り組みの実施状況及び効果の発現状況を自ら評価し、それを踏まえた取組の

改善を検討するため、当再生委員会では、浜プラン評価検討会を毎年２回（９月、３月）開催し、

その結果を会員会議に報告・審議して決定し、次年度の取り組みの改善等につなげる。

なお、浜プラン評価検討会の構成委員は、１４名（事務局長、岩手県担当者２名、宮古市担当

者２名、漁業者（各地区総代議長）４名、漁協職員５名）とする。
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４ 目標

（１）所得目標

漁業所得の向上

１０％以上

（２）上記の算出方法及びその妥当性

（３）所得目標以外の成果目標

養殖わかめ水揚量

基準年
平成３０年度～令 和４年度５ヶ年平均

２，３５６，４９８㎏

目標年
令和１０年度

２，５２０，９００㎏

養殖こんぶ水揚量

基準年
平成３０年度～令 和４年度５ヶ年平均

５，００５，８６４㎏

目標年
令和１０年度

５，１２０，５８０㎏

う に 水 揚 量

基準年
平成３０年度～令 和４年度５ヶ年平均

１５，０８２㎏

目標年
令和１０年度

１８，６０２㎏

あ わ び 水 揚 量

基準年
平成３０年度～令 和４年度５ヶ年平均

１４，７８３㎏

目標年
令和１０年度

１７，７３９㎏

天然わかめ水揚量

基準年
平成３０年度～令 和４年度５ヶ年平均

４５，２３６㎏

目標年
令和１０年度

７６，９０２㎏
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天然こんぶ水揚量

基準年
平成３０年度～令 和４年度５ヶ年平均

１６０，０７２㎏

目標年
令和１０年度

２４４，１１１㎏

宮古市重茂水産体験交流館

利用者数

基準年
令和２年度～令和 ４年度３ヶ年平均

８，４３３名

目標年
令和１０年度

１２，８００名

（４）上記の算出方法及びその妥当性

目標とする漁家所得は、単価の変動に左右されることから、本プランの着実な実行による水揚

量の増産と交流人口の拡充の成果を測る指標として、上記の主要な種目の水揚量と宮古市重茂水

産体験交流館の施設利用者数を設定した。 

 基準年は、水揚量が所得目標と同様に平成３０年度から令和４年度までの５ヶ年平均値とし、

施設利用者数は、令和３年１月に宮古市重茂水産体験交流館【えんやぁどっと】が開館したこと

から、令和２年度から令和４年度までの３ヶ年平均値とした。 

また、目標年の水揚量は、各年度の具体的な取り組みを踏まえ、所得目標の達成が見込まれる

数値を算出し、施設利用者数は、大手旅行会社などとの連携・企画の充実による誘客促進とした

ものであり、妥当な設定である。

５ 関連施策

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事 業 名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

漁業経営セーフティネ

ット構築事業（国） 

原油価格が高騰した際の漁業用燃油等の値上がりに備え、漁業経費の

圧縮を図り、漁家所得の向上を目的とする。 

浜の活力再生・成長促

進交付金（国） 

水産業共同利用施設を整備することにより、浜の活力再生プランの着

実な実施を目的とする。 

競争力強化型機器等導

入緊急対策事業（国） 

燃油消費量の削減が見込める機器を導入するなど、漁業経費の圧縮を

図ることで、漁家所得を向上させ、市場競争力の強化を目的とする。 

水産業競争力強化緊急

施設整備事業（国） 

競争力強化のために必要となる施設の整備等を推進するために、必要

な施設整備およびそれら施設に関連する旧施設の撤去を支援する。 

宮古市漁業担い手確保

対策事業補助金（市） 

漁業の担い手を確保し、漁業技術の習得と早期の経営安定を図るため、

漁業に意欲を持って新規に参入する新規就漁者又は、新規就漁希望者

に対し、就漁計画に基づき漁業技術の習得を支援する。 




